
Ⅰ．我が国経済

１．四半期別ＧＤＰ速報

   　　　　（実質値、季節調整済前期比、 (  )内は寄与度、％）

2019年 2020年 2019年度 2020年度

（令和元年） （令和２年）（令和元年度）（令和２年度） ７－９月 10－12月 １－３月 ４－６月 ７－９月 （寄与度）

5.1 2.3 ▲ 0.7 0.5 ▲ 0.9 －

22.1 9.6 ▲ 2.9 2.0 ▲ 3.6 －

▲ 5.4 ▲ 0.9 ▲ 1.8 7.3 1.2 －

(0.2) (▲ 3.7) (▲ 0.2) (▲ 3.9) (2.6) (1.4) (▲ 0.6) (0.7) ▲ 0.9 (▲ 0.9)

(▲ 0.2) (▲ 4.4) (▲ 0.7) (▲ 4.7) (2.0) (1.2) (▲ 0.4) (0.7) ▲ 1.4 (▲ 1.0)

民 間 最 終 消 費 支 出 ▲ 0.5 ▲ 5.3 ▲ 1.0 ▲ 5.5 5.0 2.3 ▲ 1.1 0.6 ▲ 1.3 (▲ 0.7)

民 間 住 宅 4.1 ▲ 7.9 2.6 ▲ 7.8 ▲ 4.8 0.0 0.9 1.0 ▲ 1.6 (▲ 0.1)

民 間 企 業 設 備 0.1 ▲ 6.5 ▲ 0.6 ▲ 7.5 ▲ 0.4 1.2 0.4 2.0 ▲ 2.3 (▲ 0.4)

民 間 在 庫 変 動 (▲ 0.1) (▲ 0.1) (▲ 0.2) (▲ 0.2) (▲ 0.5) (▲ 0.2) (0.1) (0.0) － (0.1)

(0.4) (0.7) (0.5) (0.8) (0.6) (0.2) (▲ 0.2) (0.0) 0.4 (0.1)

政 府 最 終 消 費 支 出 1.9 2.3 2.1 2.5 2.1 0.8 ▲ 0.6 0.7 1.0 (0.2)

公 的 固 定 資 本 形 成 1.7 3.9 1.6 5.1 1.6 0.6 ▲ 1.5 ▲ 2.6 ▲ 2.0 (▲ 0.1)

(▲ 0.4) (▲ 0.8) (▲ 0.4) (▲ 0.7) (2.5) (0.9) (▲ 0.1) (▲ 0.2) － (0.0)

財貨・サービスの輸出 ▲ 1.5 ▲ 11.8 ▲ 2.2 ▲ 10.5 8.7 11.1 2.3 2.5 ▲ 0.9 (▲ 0.2)

財貨・サービスの輸入 1.0 ▲ 7.2 0.2 ▲ 6.6 ▲ 6.7 5.0 3.2 3.9 ▲ 1.0 (0.2)

▲ 0.1 ▲ 4.4 ▲ 0.5 ▲ 4.4 5.6 2.5 ▲ 0.8 0.5 ▲ 1.0 －

▲ 0.0 ▲ 3.9 ▲ 0.4 ▲ 3.9 5.0 2.4 ▲ 1.2 0.1 ▲ 1.5 －

1.3 ▲ 1.7 1.1 ▲ 1.7 0.6 1.5 1.5 0.3 ▲ 0.4 －

実質国民総所得(ＧＮＩ)

財貨・サービスの純輸出

実 質 雇 用 者 報 酬

国 内 需 要

民 間 需 要

公 的 需 要

最 終 需 要

      2021年７－９月期（２次速報）の実質国内総生産は、前期比0.9％減（年率3.6％減）となった。

▲ 0.2 ▲ 4.5 ▲ 0.7 （前期比年率）

実質国内総支出(ＧＤＰ)

（前年同期比）

▲ 4.5 

2020年 2021年



   　　　　（名目値、季節調整済前期比、 (  )内は寄与度、％）

2019年 2020年 2019年度 2020年度

（令和元年）（令和２年）（令和元年度）（令和２年度）７－９月 10－12月 １－３月 ４－６月 ７－９月 （寄与度） （実額）

5.1 1.8 ▲ 0.7 0.1 ▲ 1.0 － －

▲ 4.3 ▲ 0.6 ▲ 1.9 6.1 ▲ 0.0 － －

558.5 538.2 557.3 535.5 538.2 547.6 543.5 543.8 － － 538.2 

(0.7) (▲ 3.7) (0.4) (▲ 4.2) (2.8) (0.9) (▲ 0.1) (0.7) ▲ 0.4 (▲ 0.4) 543.1 

(0.1) (▲ 4.3) (▲ 0.3) (▲ 4.8) (2.2) (0.9) (▲ 0.1) (0.6) ▲ 1.0 (▲ 0.7) 395.4 

民 間 最 終 消 費 支 出 ▲ 0.1 ▲ 5.0 ▲ 0.4 ▲ 5.5 5.0 1.6 ▲ 0.7 0.1 ▲ 1.0 (▲ 0.6) 288.3 

民 間 住 宅 5.4 ▲ 6.9 4.2 ▲ 7.3 ▲ 4.7 ▲ 0.2 2.3 3.2 1.4 (0.1) 20.9 

民 間 企 業 設 備 0.6 ▲ 6.7 ▲ 0.3 ▲ 7.9 ▲ 0.3 1.2 0.9 2.8 ▲ 1.7 (▲ 0.3) 86.4 

民 間 在 庫 変 動 (▲ 0.1) (▲ 0.2) (▲ 0.2) (▲ 0.2) (▲ 0.3) (▲ 0.2) (0.1) (0.0) － (0.1) ▲ 0.1 

(0.6) (0.6) (0.7) (0.6) (0.7) (0.0) (▲ 0.0) (0.1) 1.1 (0.3) 147.6 

政 府 最 終 消 費 支 出 2.2 1.7 2.5 1.7 2.5 0.0 0.1 1.0 1.8 (0.4) 117.6 

公 的 固 定 資 本 形 成 3.1 4.7 3.2 5.5 2.0 0.6 ▲ 0.7 ▲ 1.5 ▲ 1.2 (▲ 0.1) 30.1 

(▲ 0.3) (0.1) (▲ 0.2) (0.3) (2.3) (0.8) (▲ 0.7) (▲ 0.7) － (▲ 0.6) ▲ 4.9 

財貨・サービスの輸出 ▲ 4.4 ▲ 14.1 ▲ 5.4 ▲ 12.1 10.7 11.4 5.0 5.3 1.2 (0.2) 100.2 

財貨・サービスの輸入 ▲ 2.7 ▲ 14.2 ▲ 4.2 ▲ 13.4 ▲ 4.8 5.8 9.6 9.3 4.5 (▲ 0.8) 105.1 

0.5 ▲ 3.5 0.3 ▲ 3.7 5.4 1.9 ▲ 0.8 0.1 ▲ 1.1 － －

0.0 ▲ 0.5 ▲ 0.0 ▲ 0.4 ▲ 0.1 － －

1.1 0.2 ▲ 0.1 ▲ 1.1 ▲ 1.2 － －

▲ 3.9 

0.8 0.9 

0.2 

0.7 

2021年2020年

0.6 

▲ 3.6 

（前年同期比）

0.4 

民 間 需 要

（前年同期比）

Ｇ Ｄ Ｐ デ フ レ ー タ ー

最 終 需 要

公 的 需 要

国 内 需 要

名目国内総支出(ＧＤＰ)

財貨・サービスの純輸出

（実額）

（備考）内閣府「国民経済計算」により作成。

体系基準年（名目値のベンチマークとなる年）：2015年
基準年（デフレーターにおける指数算式のウェイト統合の基準となる年）：前暦年
実額は季節調整系列（単位：兆円）



（参考）経済見通し等

2020年度 2021年度 2022年度

（令和２年度） (令和３年度) (令和４年度)

実績（％） 年央試算（％程度） 参考試算（％程度）

▲ 4.5 2.6 3.2 

(▲ 3.9) (2.0) (3.0)

(▲ 4.7) (1.7) (3.0)

民 間 最 終 消 費 支 出 ▲ 5.5 2.5 4.0 

民 間 住 宅 ▲ 7.8 ▲ 0.5 0.9 

民 間 企 業 設 備 ▲ 7.5 2.5 5.1 

(0.8) (0.2) (0.0)

政 府 最 終 消 費 支 出 - - ‐

公 的 固 定 資 本 形 成 - - ‐

(▲ 0.7) (0.6) (0.2)

財貨・サービスの輸出 ▲ 10.5 11.4 5.5 

（控除）財貨・サービスの輸入 ▲ 6.6 7.4 4.1 

▲ 3.9 1.7 3.6 

0.7 ▲ 0.8 0.4 

▲ 0.2 ▲ 0.1 0.9 消 費 者 物 価 上 昇 率

民 間 需 要

公 的 需 要

財貨・サービスの純輸出

（ (  )内は寄与度 ）

Ｇ Ｄ Ｐ デ フ レ ー タ ー

名 目 国 内 総 生 産

実 質 国 内 総 生 産

国 内 需 要

（備考）内閣府「令和４年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度」により作成。
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実質・名目ＧＤＰの推移（兆円）

実質ＧＤＰ
533兆円

（21年７－９月期）

（期）
（年）

実質ＧＤＰ成長率（前期比年率）

21年１－３月期：▲ 2.9％

21年４－６月期：＋ 2.0％

21年７－９月期：▲ 3.6％

名目ＧＤＰ
538兆円

（21年７－９月期）

名目ＧＤＰ成長率（前期比年率）

21年１－３月期：▲ 3.0％
21年４－６月期：＋ 0.2％

21年７－９月期：▲ 4.1％

（備考）上図：内閣府「国民経済計算」により作成。

値は「2021 年７－９月期四半期別ＧＤＰ速報（２次速報値）」による。

下図：内閣府「2021 年７－９月期四半期別ＧＤＰ速報（１次速報値）」等に基づく内閣府試算値。
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（％）

（期）
（年）

ＧＤＰギャップ

ＧＤＰギャップ

21年１－３月期： ▲ 4.2％

21年４－６月期： ▲ 3.9％

21年７－９月期： ▲ 4.8％



２．個人消費
　個人消費は、このところ持ち直している。

（前年同期比（％）、[　]内は暦年前年比（％）、（　）内は季調済前期比（％）、<　>は季調済前月差（ポイント））

[▲5.9] ―　 

▲6.1 ―　 

[▲1.9] ―　 (0.0) (▲0.3) ―　 (▲0.3) (0.3) (▲0.8) ―   

▲2.2 ―　 2.6 1.8 ―　 1.2 0.5 ▲0.9 ―   

[▲1.6] ― 　 (▲0.7) (0.0) ― 　 (0.1) (▲0.1) (▲0.4) ―   

▲2.1 ―　 1.7 1.1 ―　 0.6 0.2 ▲0.6 ―   

[▲5.3] ―　 (3.6) (▲4.7) ―　 (5.0) (3.4) (▲1.2) ―   

▲4.9 ―　 7.1 ▲1.5 ―　 ▲1.9 ▲0.6 ▲1.3 ―   

[▲5.5] ―　 (3.0) (▲3.0) ―　 (5.1) (2.3) (▲0.6) ―   

▲4.7 ―　 5.5 ▲1.4 ―　 ▲0.9 ▲1.5 ▲0.7 ―   

[146.5兆円] [▲3.2] ―   (▲2.2) (1.2) Ｐ ―   (2.8) (1.0) Ｐ (1.2) Ｐ ―   

147.9兆円 ▲2.8 ―   6.5 ▲0.4 Ｐ ―   ▲0.5 0.9 Ｐ 1.9 Ｐ ―   

百 貨 店 販 売 額 [4.7兆円] [▲25.5] ― 　 (▲7.4) (9.4) Ｐ ―   (12.3) (5.8) Ｐ (6.3) Ｐ ―   

(全店、名目) 4.6兆円 ▲24.5 ―   40.9 ▲4.8 Ｐ ―   ▲4.5 2.5 Ｐ 7.5 Ｐ ―   

ス ー パ ー 販 売 額 [14.8兆円] [3.4] ― 　 (0.2) (0.1) Ｐ ―   (2.2) (▲2.0) Ｐ (▲0.1) Ｐ ―   

(全店、名目) 15.1兆円 2.9 ―   ▲1.1 ▲0.4 Ｐ ―   0.4 0.9 Ｐ ▲0.4 Ｐ ―   

ｺ ﾝ ﾋ ﾞ ﾆ ｴ ﾝ ｽ ｽ ﾄ ｱ 販 売 額 [11.6兆円] [▲4.4] ― 　 (▲0.5) (▲0.4) Ｐ ―   (5.3) (▲1.7) Ｐ (0.2) Ｐ ―   

(全店、名目) 11.6兆円 ▲5.0 ―   5.0 2.0 Ｐ ―   1.1 ▲0.2 Ｐ ▲1.0 Ｐ ―   

機 械 器 具 小 売 業 販 売 額 [9.4兆円] [2.6] ― 　 (▲4.1) (▲7.5) Ｐ ―   (8.8) (4.6) Ｐ (▲5.4) Ｐ ―   

10.3兆円 6.6 ―   4.5 ▲6.6 Ｐ ―   ▲4.2 2.5 Ｐ ▲10.6 Ｐ ―   

[381.0万台] [▲11.4] Ｐ [▲3.5] (▲2.4) (▲12.4) Ｐ (▲0.6) (▲31.7) (12.3) (20.6) Ｐ (2.7)

385.8万台 ▲7.5 ―   24.9 ▲16.3 Ｐ ▲19.1 ▲34.3 ▲32.2 ▲13.4 Ｐ ▲11.1

（備考）１．内閣府「国民経済計算」、「消費動向調査」、総務省「労働力調査（基本集計）」、「家計調査」、厚生労働省「毎月勤労統計調査」、経済産業省「商業動態統計」、日本自動車販売協会連合会、

　　　　　　全国軽自動車協会連合会により作成。Ｐは速報値。なお、消費総合指数及び総雇用者所得は内閣府推計値。新車販売台数の季節調整は内閣府による。

　　　　２．名目総雇用者所得は、毎月勤労統計調査の現金給与総額に、労働力調査の非農林業雇用者数を乗じることで作成。実質総雇用者所得は、名目総雇用者所得を、国民経済計算における家計最終消費支出デフレーター

　　　　　　（除く持ち家の帰属家賃）（月次の値は消費者物価指数（持家の帰属家賃を除く総合））で除することにより作成。

　　　　３．消費総合指数及び総雇用者所得の暦年、年度及び四半期の数値については、当該期間の単純平均により算出したもの。

　　　　４．2020年の名目消費支出は277,926円(月平均)。家計調査の実質消費支出（除く住居等）は、二人以上の世帯の消費支出から「住居」、「自動車等購入」、「贈与金」、「仕送り金」を除いた値。

　　　　５. 小売業、百貨店、スーパー、コンビニエンスストア、機械器具小売業の販売額は商業動態統計（経済産業省）により作成。なお、2020年３月より、調査の見直しにより小売業、スーパー、機械器具小売業で不連続

　　　　　　が生じている。リンク係数（経済産業省公表）を用いて内閣府で算出した場合の2020年の暦年値は、小売業：147.7兆円、スーパー：15.0兆円、機械器具：10.0兆円。また、21年３月分からの調査見直しによる不連

　　　　　　続をリンク係数を用いて処理した場合、コンビニエンスストアの2020年暦年は11.6兆円、年度は11.5兆円。

消 費 総 合 指 数 ( 実 質 ) ―   

―   

実 質 総 雇 用 者 所 得

名 目 総 雇 用 者 所 得

(0.6) (▲1.3)

―   

2021年７－９月
[2020年]
2020年度

[2020年]
2020年度

[2021年]
2021年度

2021年４－６月

―   

12月

― 　 (▲0.1) (1.4) ―   

2021年10－12月 2021年９月 10月 11月

家
計
調
査

販
売
側
統
計

(除く住居等)

実 質 消 費 支 出 ―   

実 質 消 費 支 出
―   

新車販売台数（登録・届出）

(乗用車、軽を含む)

<0.0> <▲0.1>―   ―   ―   ―   ―    ―   <1.1> <1.4>

小 売 業 販 売 額

（商業動態統計、名目）

消 費 者 態 度 指 数

（金額等）



　　　　

　　

　　　　 　

　　　　

　　　

(月)
(年)

（備考）上図：消費総合指数と実質総雇用者所得はともに内閣府推計値。季節調整値。
下図：内閣府「消費動向調査」、総務省「家計調査」により作成。

平均消費性向（季節調整値、二人以上の世帯のうち勤労者世帯）は後方３か月移動
平均値。変動調整前の値を用いている。
消費者態度指数（季節調整値、二人以上の世帯）は、2013年４月より訪問留置調査
から郵送調査に調査方法を変更。また、2018年10月より郵送・オンライン併用調査
を開始。なお、2013年４月に調査方法等を変更した際に数値の不連続が生じている。

（備考）上図：新車販売台数は、日本自動車販売協会連合会及び全国軽自動車協会連合会により作成。
内閣府による季節調整値。ナンバーベース。機械器具小売業販売額は、経済産業省
「商業動態統計」により作成。季節調整値。

下図：外食売上高は、日本フードサービス協会「外食産業市場動向調査」により作成。内閣府
による季節調整値。旅行取扱額のうち10社は鉄道旅客協会「販売概況」、参考（45社）
は観光庁「主要旅行業者の旅行取扱状況速報」により作成。10社及び45社については、
各時点において回答企業数が異なる場合があるため、2015年の取扱額を基準に公表値の
前年比を用いて延伸したうえで、2015年を基準に指数化。内閣府による季節調整値。
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消費者態度指数（前月差） 12月 ▲0.1
平均消費性向（３ＭＡ） 11月 64.7％
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新車販売台数

機械器具小売業販売額
（家電等、目盛右）

(2015年＝100)

新車 12月 ＋2.7％

機械器具 11月 ▲5.4％
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消費総合指数と実質総雇用者所得
(2015年＝100)

消費総合指数 10月 ＋1.4％（３ＭＡ ▲0.2％）

実質総雇用者所得 11月 ▲0.8％（３ＭＡ ▲0.3％）
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外食売上高と旅行取扱額

外食（目盛右）
旅行（10社）

(2015年＝100)

外食 11月 ＋4.1％
旅行(10社) 11月 ＋42.2％

(月)
(年)

旅行（45社）

(2015年＝100)



（前年同期比、（　）内は季調済前期比、％）

［2019年］ 2020年度 2021年度 2021年
2019年度 下期 上期 １－３月期

[3.1] [▲ 6.1] (▲ 0.1) (0.9) (3.3) (▲ 2.6)
1.2 ▲ 8.5 ▲ 4.8 ▲ 7.8 5.3 1.2 

[▲ 0.1] [▲ 8.2] (▲ 1.8) (1.2) (3.6) (▲ 1.7)
▲ 3.9 ▲ 8.6 ▲ 8.5 ▲ 6.4 4.0 0.9 
[4.8] [▲ 4.9] (0.7) (0.7) (3.2) (▲ 3.0)
4.1 ▲ 8.5 ▲ 2.6 ▲ 8.5 5.9 1.4 
[3.1] [▲ 4.6] (▲ 2.6) (▲ 2.6) (2.9) (0.3)
1.3 ▲ 8.9 ▲ 4.2 ▲ 10.5 ▲ 0.9 ▲ 0.9 
[3.0] [▲ 10.7] (8.7) (11.9) (4.4) (▲ 10.5)
0.8 ▲ 7.5 ▲ 6.6 3.8 23.7 7.5 

（備考）１．年・年度及び半期の伸び率、大中堅企業・中小企業の季調済前期比は内閣府試算値。実額はそれぞれの系列ごとに四捨五入しているため、合計と一致しない場合がある。

　　　　２．ソフトウェア投資を含む。
（前年同期（月）比、（　）内は季調済前期（月）比、％）

［2019年］ 2021年 2021年
2019年度 １－３月 ４－６月 ９月
[▲ 5.8] [▲ 9.5] (7.8) (9.9) (▲ 2.5) (▲ 4.7) (▲ 0.7) P (0.3)
▲ 5.5 ▲ 6.6 5.2 22.7 21.1 16.5 10.1 P 10.7 
[▲ 3.5] [▲ 6.7] (5.7) (8.7) (▲ 2.3) (▲ 7.8) (▲ 0.2) P (6.1)
▲ 2.9 ▲ 4.4 4.6 15.2 18.0 13.3 6.6 P 9.6 
[▲ 0.7] [▲ 8.4] (▲ 5.3) (4.6) (0.7) (▲ 0.0) (3.8) －
▲ 0.3 ▲ 8.8 ▲ 2.5 12.6 13.3 12.5 2.9 －
[▲ 1.9] [▲ 9.2] (4.2) (17.9) (▲ 20.6) (▲ 2.6) (86.5) (▲ 46.5)
▲ 1.4 ▲ 7.7 3.0 8.4 2.9 ▲ 9.9 78.7 2.6 

（備考）１．Ｐは速報値。

　　　　２．建築着工工事費予定額（民間非居住用）は、建築着工統計調査報告（国土交通省）を基に内閣府で試算したものである。なお、季節性がないため、（ ）内は原数値の前期（月）比としている。

主要機関の設備投資アンケート調査結果 （前年度比、％）

2020年度 2021年度 2020年度 2021年度 2021年度 2020年度 2020年度 2021年度
▲ 8.5 8.5 ▲ 8.6 9.4 6.8 ▲ 10.2 ▲ 9.3 5.3 
▲ 8.4 8.7 ▲ 8.6 9.7 6.8 ▲ 9.7 － 5.5 
▲ 7.7 9.5 ▲ 6.9 9.0 12.6 ▲ 11.6 ▲ 12.6 5.4 
▲ 9.4 7.4 ▲ 10.8 9.9 3.1 ▲ 9.5 ▲ 4.6 5.3 
▲ 9.4 7.7 ▲ 11.0 10.7 3.0 ▲ 8.6 － 5.5 

電力 ▲ 9.6 4.6 ▲ 9.2 4.9 23.7 ▲ 13.1 － ▲ 1.0 

（備考）１．日本銀行はソフトウェア・研究開発を含む設備投資額（除く土地投資額）。日本銀行の電力は電気・ガス。回答社数は対象企業数。2010年度からリース会計対応ベース。

　　　　２．日本経済新聞の調査は連結ベースで、海外で行う設備投資も含む。

　　　　３．内閣府・財務省はソフトウェア投資を含む設備投資額（除く土地購入額）。内閣府・財務省の電力は、電気・ガス・水道。

３．民間設備投資
　設備投資は、持ち直しに足踏みがみられる。

法人企業統計季報
［2020年実額］ ［2020年］ 2020年
2020年度実額 2020年度 10－12月期 ４－６月期 ７－９月期

全産業
［47.2兆円］

▲ 6.5 3.1 46.0兆円

製造業
［16.0兆円］

▲ 7.4 2.3 15.7兆円

非製造業
［31.2兆円］

▲ 6.1 3.5 30.3兆円

大中堅企業
［36.4兆円］

▲ 7.9 ▲ 0.9 35.1兆円

中小企業
［10.8兆円］

▲ 1.4 15.2 10.9兆円

［2020年実額］ ［2020年］
2020年度実額 2020年度 ７－９月 10月 11月

資本財総供給指数
―

（除く輸送機械）
機械受注 ［9.6兆円］ 10－12月期見通し

資本財出荷指数
―

（除く輸送機械）

機関名 日本銀行 日本政策投資銀行 日本経済新聞社 内閣府・財務省

（船舶・電力を除く民需） 9.5兆円 (3.1)
建築着工　工事費予定額 ［8.7兆円］
（民間非居住用） 8.8兆円

上場企業、資本金１億円
以上の有力企業

資本金1000万円以上

年度 2020年度 2021年度 2021年度 2020年度

調査名 全国企業短期経済観測調査 全国設備投資計画調査 設備投資動向調査 法人企業景気予測調査

調査対象企業 全規模 大企業 中小企業 資本金10億円以上

全産業 ▲ 10.0 12.6 11.0 ▲ 9.2 
（除く電力） ▲ 9.9 12.8 － ▲ 9.6 

製造業 ▲ 11.5 18.6 16.3 ▲ 9.1 
非製造業 ▲ 8.9 9.7 4.1 ▲ 9.2 

（除く電力） ▲ 8.9 9.6 － ▲ 9.8 
▲ 17.3 10.9 － 7.9 

11,282回答社数 9,328 1,866 4,845 1,823 1,092

調査時点 2021年11月～12月 2021年６月 2021年10月 2021年11月
発表時期 2021年12月 2021年８月 2021年12月 2021年12月
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建築着工工事費予定額（民間非居住用）（千億円)

（備考）１．国土交通省「建築着工統計」により作成。

２．太線は後方６か月移動平均。

（前年度比、％）
設備投資計画

（備考）１．日本銀行「全国企業短期経済観測調査」により作成。
２．2018年３月調査において、調査対象企業の見直しが実施されているため、
グラフが不連続となっている。
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（千億円）
資本財総供給と機械受注

資本財総供給
（除、輸送機械）

機械受注（船舶・電力を除く民需）
（目盛右）

（2015年＝100)

（備考）１．経済産業省「鉱工業総供給表」、内閣府「機械受注統計」により作成。

２．太線は後方３か月移動平均。

（月）
（年）

（備考）１．財務省「法人企業統計季報」により作成。

２．製造業と非製造業はソフトウェア除く設備投資(当期末)、季節調整値。

ソフトウェア投資は季節調整値。
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４．住宅建設
　  　住宅建設は、おおむね横ばいとなっている。

（前年同期（月）比、［　］内は暦年前年比、（　）内は季調済前期（月）比、％）

[ 2019年 ] [ 2020年 ] 2021年 2021年

2019年度 2020年度 １－３月 ４－６月 ７－９月 ９月 10月 11月

[ 90.5 ] [ 81.5 ]
(万戸) 88.4 81.2 83.0 87.5 87.6 84.5 89.2 84.8

[ ▲ 4.0 ] [ ▲ 9.9 ] （ 3.1 ） （ 5.5 ） （ 0.1 ） （ ▲ 1.2 ） （ 5.6 ） （ ▲ 4.9 ）
▲ 7.3 ▲ 8.1 ▲ 1.6 8.1 7.2 4.3 10.4 3.7

建築主が民間　　　　　 [ ▲ 3.8 ] [ ▲ 10.0 ] （ 2.5 ） （ 5.4 ） （ 0.3 ） （ ▲ 0.4 ） （ 5.4 ） （ ▲ 4.5 ）
▲ 7.3 ▲ 7.9 ▲ 0.9 7.9 7.1 3.9 10.3 4.1

持　　　家　　　　　　 [ 1.9 ] [ ▲ 9.6 ] （ 3.9 ） （ ▲ 0.0 ） （ 6.5 ） （ 2.0 ） （ 2.1 ） （ ▲ 6.2 ）
▲ 1.5 ▲ 7.1 3.4 11.7 14.7 14.9 16.6 5.5

貸　　　家　　　　　　 [ ▲ 13.7 ] [ ▲ 10.4 ] （ 4.3 ） （ 10.9 ） （ ▲ 2.1 ） （ 0.7 ） （ 1.5 ） （ ▲ 7.1 ）
▲ 14.2 ▲ 9.4 ▲ 5.1 10.0 7.2 12.8 14.5 1.4

分　　　譲　　　　　　 [ 4.9 ] [ ▲ 10.2 ] （ 2.9 ） （ 4.2 ） （ ▲ 3.8 ） （ ▲ 7.2 ） （ 16.0 ） （ ▲ 0.3 ）
▲ 2.8 ▲ 7.9 ▲ 1.9 2.1 ▲ 0.3 ▲ 14.9 0.6 6.5

一戸建て　　　　  　 [ 3.6 ] [ ▲ 11.5 ] （ 6.0 ） （ 5.6 ） （ 0.5 ） （ 0.1 ） （ 1.8 ） （ ▲ 2.7 ）
0.8 ▲ 11.6 ▲ 4.3 6.9 17.2 14.6 14.9 9.8

マンション　　　　 　 [ 6.5 ] [ ▲ 8.7 ] （ ▲ 0.9 ） （ 2.4 ） （ ▲ 9.5 ） （ ▲ 18.4 ） （ 42.7 ） （ 2.8 ）
▲ 7.1 ▲ 3.2 1.2 ▲ 3.7 ▲ 18.0 ▲ 39.4 ▲ 14.7 1.8

着工床面積　　　　　　　　 [ ▲ 0.6 ] [ ▲ 11.2 ] （ 3.3 ） （ 5.3 ） （ 0.6 ） （ ▲ 1.4 ） （ 4.4 ） （ ▲ 4.0 ）
▲ 4.5 ▲ 9.3 ▲ 1.0 8.3 9.5 3.2 11.4 6.8

建築主が民間　　　　　 [ ▲ 0.4 ] [ ▲ 11.3 ] （ 2.9 ） （ 5.2 ） （ 0.6 ） （ ▲ 0.8 ） （ 4.2 ） （ ▲ 3.6 ）
　 ▲ 4.5 ▲ 9.2 ▲ 0.4 8.4 9.4 3.0 11.3 7.1

工事費予定額平米単価　(万円) [ 19.9 ] [ 20.1 ]
　(万円) 20.0 20.1 20.2 20.1 20.1 20.0 20.3 20.0

[ 3.3 ] [ 0.6 ]
　 2.9 0.5 0.7 0.1 ▲ 1.8 ▲ 4.1 2.2 2.8

(備考)　１．国土交通省「建築着工統計」により作成。

　　　　２．「建築主が民間」とは、建築主別の「会社」、「会社でない団体」、「個人」の合計を、内閣府において季節調整したものである。

　　　　３．「一戸建て」には長屋建てを含む。「マンション」は建て方が共同住宅のものである。

　　　　４．「工事費予定額平米単価」は、「居住専用＋居住産業併用×０．７」の工事費予定額、着工床面積により算出した。

新設住宅着工戸数　　(万戸)
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首都圏のマンション総販売戸数（季節調整値）

(月)

(年)

(千戸)

(前月比)11月 ＋147.2%

　　　　３MA ＋35.9%

（備考）１．国土交通省「建築着工統計」、（一社）住宅生産団体連合会「経営者の住宅景況感調査」、（株）不動産経済研究所資料により作成。太線は後方３か月移動平均。

２．住宅景況判断指数（受注戸数）は、住宅生産団体連合会の企業会員等18社の経営者を対象に、受注戸数の前年同期比（実績）について「10％程度以上良い」から「10％程度以上悪い」の

５段階の評価に応じた評点により加重平均して算出した値（-100～+100）。

３．首都圏のマンション総販売戸数は内閣府による季節調整値。

-100

-80

-60

-40

-20

0

20

40

60

80

100

ⅠⅢⅠⅢⅠⅢⅠⅢⅠⅢⅠⅢⅠⅢⅠⅢⅠⅢⅠⅢⅠⅢⅠⅢⅠⅢⅠⅢ

2008 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

住宅景況判断指数（受注戸数）

(期)

(年)

(良い－悪い、D.I.)

低層賃貸住宅 戸建注文住宅

戸建 　0

賃貸 ▲9

７－９月期

７－９月期

60

70

80

90

100

110

120

1 7 1 7 1 7 1 7 1 7 1 7 1 7 1 7 1 7 1 7 1 7 1 7 1 7 1 7 11

2008 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

住宅着工戸数（季節調整値）

(月)

(年)

(年率、万戸)

11月 84.8 万戸

３MA 86.2 万戸

10

20

30

40

50

60

1 7 1 7 1 7 1 7 1 7 1 7 1 7 1 7 1 7 1 7 1 7 1 7 1 7 1 7 11

2008 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

利用関係別住宅着工戸数（季節調整値）

(月)

(年)

(年率、万戸)

貸家

持家

分譲
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５．公共投資
      公共投資は、高水準にあるものの、このところ弱含んでいる。

[2020年]
2019年度

[2021年]
2020年度

2021年7-9月 2021年10-12月 2021年９月 10月 11月 12月

 [   5.5] － (▲ 17.9) － (▲ 6.0) (▲ 2.7) (2.0) －
    7.7     8.1  ▲ 9.3 －  ▲ 13.3  ▲ 14.9  ▲ 14.1 －

 [  18.3] － (▲ 21.3) － (9.4) (▲ 1.4) (23.4) －
 ▲ 3.2     29.6  ▲ 8.0 －  ▲ 14.1  ▲ 20.1     19.7 －

 [   3.8] [▲ 7.2] (▲ 7.3) (▲ 6.3) (▲ 3.3) (▲ 3.4) (▲ 0.3) (0.4)
    6.8     2.3  ▲ 12.0  ▲ 15.0  ▲ 15.1  ▲ 19.8  ▲ 14.5  ▲ 6.6 

 [   7.0] － (▲ 2.7) － (▲ 2.6) (▲ 1.0) － －
    8.4     6.4  ▲ 3.8 －  ▲ 6.9  ▲ 8.2 － －

 [   4.7] － (▲ 1.2) －
    3.2     5.5  ▲ 3.1 －

（参考）
①国の公共事業関係費（一般会計）

2018 2019 2020 2021
60,596 60,669

 [69,099]  [68,571]
    1.3     0.1 

 [  15.6] [▲ 0.8]
（億円） 75,536 84,752 92,692 80,663

    8.3     12.2     9.4 ▲13.0 

②地方の普通建設事業費 （前年度比、％）

2020年度 2021年度 2020年度 2021年度 2020年度 2021年度
－  ▲ 10.9  ▲ 2.9  ▲ 12.0  ▲  1.8  ▲ 12.9 
－  ▲ 18.1     1.2  ▲ 16.6  ▲  0.2  ▲ 16.5 
－  ▲ 0.9  ▲ 8.3  ▲ 5.8  ▲  3.9  ▲ 8.7 

60,695

    0.0 

一般会計、当初予算。
都道府県、政令指定都市の合
計。骨格予算・暫定予算を編
成した自治体を除いて集計。

都道府県及び政令指定都市の
単純合計。骨格予算・暫定予
算を編成した自治体を除いて
集計。

都道府県、全市及び特別区の
単純合計。骨格予算・暫定予
算を編成した自治体を除いて
集計。

一般会計、当初予算。

（当初予算）
日経グローカル

    0.0 

総 務 省 時事通信社
（当初予算）

59,789

（前年同期（月）比、[　]内は暦年前年比、（　）内は季調済前期（月）比、％）

公 共 工 事 受 注 額

公 共 工 事 受 注 額
（ 大 手 50 社 ）

公 共 工 事 請 負 金 額

公 共 工 事 出 来 高

（ 名 目 ）
公 的 固 定 資 本 形 成

年　　　度

当初予算
（前年度比、％）

（億円）

補正後予算
（前年度比、％）

調査機関

　うち補助事業費
　うち単独事業費

調査対象

普通会計、当初予算。

区　　　分 （当初予算）
年　　　度

普通建設事業費

（備考）１．財務省予算関係資料、総務省地方財政審議会資料、（株）時事通信社調査、（株）日本経済新聞社「日経グローカル」調査などにより作成。

２．①における2019年度及び2020年度当初予算の［ ］内は、「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」などの「臨時・特別の措置」分を含む計数とその比較。

（備考）１．内閣府「四半期GDP速報」、国土交通省「建設工事受注動態統計調査」・「建設総合統計」、北海道、東日本、西日本の三保証株式会社「公共工事前払金保証統計」により作成。

２．公共工事受注額は、「建設工事受注動態統計調査」における１件500万円以上の工事。

３．「建設工事受注動態統計調査」（大手50社除く）は、2021年４月分から推計方法を変更したため、2021年３月までの数値と４月以降の数値は推計方法が異なる。
なお、2021年４月以降における前年同期（月）比は、新しい推計方法に基づいて参考値として再集計した前年同期（月）の額に対する比。

４．公共工事受注額、公共工事請負金額、公共工事出来高は、内閣府で季節調整を行っている。
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右上図：国土交通省「建設総合統計」により作成。内閣府で季節調整。点線は後方３か月移動平均。

右下図：東日本建設業保証株式会社他「公共工事前払金保証統計」により作成。
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左上図：国土交通省「建設総合統計」により作成。内閣府で季節調整。点線は後方３か月移動平均。

左下図：東日本建設業保証株式会社他「公共工事前払金保証統計」により作成。内閣府で季節調整。

点線は後方３か月移動平均。



６．輸出・輸入・国際収支

[▲4.3] [▲11.7] ( 1.6) ( ▲ 4.1) ( ▲ 7.8) ( 2.5) ( 6.9)

[▲1.1] [▲6.4] ( 2.8) ( ▲ 2.4) ( ▲ 1.6) ( ▲ 5.1) P ( 5.2)

[▲9,318] [▲7,250]

▲12,332 2,381

[1,503] [30,106]

4,839 39,017

[215,124] [191,532]

213,860 188,209

[192,106] [158,790]

186,723 163,021

[248,218] [137,395]

205,436 135,618

地域別輸出入数量指数

P 18,549

26,573 P ▲ 8,796 P 2,185

P 10,259 P 13,695

金 融 収 支 (億円）（原数値） 11,768 55,477

17,091 P 18,199

経 常 収 支 (億円） 47,187 28,316

第 一 次 所 得 収 支（億円） 54,830 47,663

7,413

貿易・サービス収支(億円） ▲ 1,743 ▲ 13,516

▲ 3.0 P 6.17.55.1 7.9

▲ 7,923

3.2 ▲ 2.6

輸入数量
▲2.4 ▲3.4

P 704

P ▲ 6,127 P ▲ 2,788

34.4 13.6 4.7

貿 易 収 支（億円） 9,981 ▲ 2,112 ▲ 4,517 P ▲ 1,868

[2019年] [2020年] 2021年
9月 10月７－９月

2021年2021年

  　輸出は、おおむね横ばいとなっている。

　  輸入は、弱含んでいる。

  　貿易・サービス収支は、赤字となっている。

2019年度 2020年度

輸出数量
▲4.4 ▲9.4

11月４－６月

（前年同期（月）比、[ ]内は暦年前年比、（ ）内は季節調整済前期（月）比、％、Ｐは速報値）
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全体

ＥＵ
（9.2％）

アメリカ
（18.4％）

アジア
（57.3％)

（2015年＝100）

（月）
（年）

①輸出

11月 ＋6.9％
３ＭＡ ＋0.4％

全体

11月 ＋3.6％
３ＭＡ ▲2.5％

アメリカ

11月 ＋3.4％
３ＭＡ ＋0.9％

ＥＵ

11月 ＋2.5％
３ＭＡ ▲1.1％

アジア
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2008 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

全体

ＥＵ
（11.4％）

アメリカ
（11.0％）

アジア
（51.0％)

（2015年＝100）

（月）
（年）

②輸入

11月 ＋5.2％
３ＭＡ ▲0.6％

全体

11月 ＋11.7％
３ＭＡ ＋0.6％

アメリカ

11月 ＋19.2％
３ＭＡ ▲0.1％

ＥＵ

11月 ＋5.0％
３ＭＡ ▲0.9％

アジア

(備考） 財務省｢貿易統計｣により作成。内閣府による季節調整値。括弧内は2020年の金額ウェイト。なお、ＥＵについて、2015年以降は英国を除く27か国ベース。



品目別輸出入数量指数

経常収支 サービス収支
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第一次所得収支 貿易収支

経常収支
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サービス収支
第二次所得収支

貿易・サービス収支
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（億円）

旅行収支

輸送収支

その他サービス収支
（知的財産権等使用料を除く）

サービス収支

その他サービス収支のうち、

知的財産権等使用料の収支

（備考）財務省｢貿易統計｣により作成。内閣府による季節調整値。括弧内は2020年の金額ウェイト。

(備考） １．財務省・日本銀行「国際収支統計」により作成。財務省・日本銀行による季節調整値。知的財産権等使用料の収支及びその他サービス収支（知的財産権等使用料を除く）は、内閣府による季節調整値。

２．積上げは単月の値。折線は後方３か月移動平均の値。
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（16.7％)
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（月）
（年）

食料品
（9.8％）

②輸入

11月 ＋5.2％

一般機械

11月 ＋4.3％

電気機器

11月 ＋32.3％

輸送用機器

11月 ＋1.6％

化学製品

11月 ＋10.3％

食料品

11月 ＋6.4％

鉱物性燃料

11月 ＋9.3％

化学製品

11月 ＋2.3％

電気機器

貿サ収支（億円）

11月 ▲2,788

３ＭＡ ▲5,612

サービス収支

（億円）

11月 ▲3,492

３ＭＡ ▲3,719

貿易収支（億円）

11月 ＋704

３ＭＡ ▲1,894



７．生産・出荷・在庫

　　　生産は、持ち直しの動きがみられる。

　　　　

 （％）

[2019年] [2020年] 2021年 2021年
2019年度 2020年度 １－３月期 ４－６月期 ７－９月期 ９月 10月 11月

[▲ 3.0] [▲ 10.4] （2.9） （1.1） （▲ 3.7） （▲ 5.4） （1.8） （7.2）
12月 1.6%

▲ 3.8 ▲ 9.5 ▲ 1.0 19.9 5.8 ▲ 2.3 ▲ 4.1 5.4
１月 5.0%

[▲ 2.7] [▲ 10.6] （2.0） （0.7） （▲ 4.1） （▲ 6.1） （2.4） （7.4）

▲ 3.6 ▲ 9.8 ▲ 1.4 18.8 4.2 ▲ 4.5 ▲ 5.6 3.5

[1.2] [▲ 8.4] （▲ 1.3） （0.9） （2.5） （3.4） （0.6） （1.7）

2.8 ▲ 9.8 ▲ 9.8 ▲ 5.0 0.5 0.5 2.2 5.2

[98.2] [97.3]

98.2 97.0 97.0 96.6 96.2 96.2 96.1 0.0

[99.9] [87.1] （95.6） （96.7） （90.2） （84.5） （89.7） （0.0）

98.2 87.4

[0.3] [▲ 6.9] （▲ 0.7） （▲ 0.5） （▲ 0.8） （0.5） （1.5） ###########

▲ 0.7 ▲ 6.9 ▲ 3.0  7.5  0.3  ▲ 0.9  ▲ 1.1  ▲ 100.0  

(2015年＝100）

製造工業生産能力指数

製造工業稼働率指数

(2015年＝100）

 鉱工業出荷指数

 鉱工業在庫指数

mk,

 鉱工業生産指数

第３次産業

活動指数

予測調査

（備考）１．経済産業省「鉱工業指数」「製造工業生産予測調査」「第３次産業活動指数」により作成。Pは速報値。

２．鉱工業生産・出荷・在庫指数、第３次産業活動指数の暦年・年度の下段は前年度比、上段の［］内は前年比。四半期・月次の下段は前年同期（月）比、上段の（）内は季節調整済前期（月）比。

３．製造工業生産能力指数の暦年・年度の下段は原数値（年度）、上段の［］内は原数値（暦年）。四半期次・月次は原数値。

４．製造工業稼働率指数の暦年・年度の下段は原数値（年度）、上段の［］内は原数値（暦年）。四半期次・月次は季節調整値。
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　化学工業

11月 -

11月 ＋2.0％
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(年)

鉱工業生産・出荷・在庫・在庫率の推移

出荷・在庫ギャップの推移

業種別の動向①

業種別の動向②

（備考）経済産業省「鉱工業指数」により作成。出荷・在庫ギャップ＝出荷（前年比）－在庫（前年比）。
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８．企業収益・業況判断
　　企業収益は、感染症の影響が残る中で、非製造業の一部に弱さがみられるものの、持ち直している。    ←メモ検終了後に変更

　　企業の業況判断は、持ち直しの動きがみられる。

日本銀行「全国企業短期経済観測調査（2021年12月調査）」　 （前年同期比、％）

経常利益 2018年度 2019年度

実　績 実　績 上期 下期 　 上期 下期

全規模 全産業 0.4  ▲ 9.6  ▲ 20.1  ▲ 42.0  6.8  28.0  69.8  0.3  

大企業 製造業 ▲ 0.9  ▲ 17.5  ▲ 1.4  ▲ 36.3  48.0  35.0  106.2  ▲ 8.3  

非製造業 ▲ 0.1  ▲ 7.8  ▲ 37.9  ▲ 45.2  ▲ 28.0  34.2  39.2  29.2  

中小企業 製造業 ▲ 1.8  ▲ 18.1  ▲ 10.2  ▲ 46.8  32.7  28.7  109.7  ▲ 9.4  

非製造業 1.1  0.7  ▲ 16.1  ▲ 41.0  7.3  10.6  47.1  ▲ 8.3  

財務省「法人企業統計季報」 （前年同期比､(　)内は季調済前期比、％）

経常利益 2019年 2020年 2019年度 2020年度 2020年10－12月 2021年１－３月 ４－６月 ７－９月

▲ 0.7  26.0  93.9  35.1  
( 27.6) ( 8.9) ( 0.7) (▲ 7.4) 

21.9  63.2  159.4  71.0  
( 46.3) ( 13.0) ( 5.8) (▲ 8.2) 

▲ 11.2  10.9  64.2  17.0  
( 18.3) ( 6.3) (▲ 2.6) (▲ 6.8) 
▲ 9.4  41.2  74.1  38.0  
( 20.4) ( 16.5) ( 6.4) (▲ 11.4) 

24.6  1.6  278.6  26.9  
( 47.2) (▲ 7.9) (▲ 15.0) ( 6.5) 

（％ポイント）

日本銀行「全国企業短期経済観測調査（2021年12月調査）」　 →　見込み

業況判断ＤＩ 2020年6月 9月 12月 2021年3月 6月 9月 12月 2022年3月

全産業 ▲  31  ▲  28  ▲  15  ▲  8  ▲  3  ▲  2  ＋ 2  ＋ 0  

全規模 製造業 ▲  39  ▲  37  ▲  20  ▲  6  ＋ 2  ＋ 5  ＋ 6  ＋ 4  

非製造業 ▲  25  ▲  21  ▲  11  ▲  9  ▲  7  ▲  7  ＋ 0  ▲  2  

大企業 製造業 ▲  34  ▲  27  ▲  10  ＋ 5  ＋ 14  ＋ 18  ＋ 18  ＋ 13  

非製造業 ▲  17  ▲  12  ▲  5  ▲  1  ＋ 1  ＋ 2  ＋ 9  ＋ 8  

中小企業 製造業 ▲  45  ▲  44  ▲  27  ▲  13  ▲  7  ▲  3  ▲  1  ▲  1  

非製造業 ▲  26  ▲  22  ▲  12  ▲  11  ▲  9  ▲  10  ▲  4  ▲  6  

▲ 26.8  

▲ 28.4  

▲ 16.5  

▲ 3.7  

▲ 12.2  

▲ 23.9  

▲ 21.7  ▲ 21.6  ▲ 4.3  

4.6  ▲ 29.8  ▲ 8.6  ▲ 20.9  

製造業

非製造業

大中堅企業

中小企業

▲ 3.5  

▲ 17.6  

4.4  

▲ 6.3  

全規模全産業

2020年度　実績 2021年度　計画

▲ 27.3  ▲ 13.1  ▲ 15.6  

（備考）大中堅企業・中小企業の季調済前期比は内閣府試算値。

（備考）ＤＩ＝「良い」とみる企業の割合（％）－「悪い」とみる企業の割合（％）



＜企業収益＞
　経常利益額の推移

＜企業の景況感＞
　日銀短観の業況判断ＤＩの推移 　各種調査における業況判断指標の推移
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労働分配率の推移

（備考）１．財務省「法人企業統計季報」により作成。
２．労働分配率＝人件費／（人件費＋営業利益＋減価償却費＋受取利息）
３．内閣府の試算による季節調整値。

（備考）日本銀行「全国企業短期経済観測調査」により作成。ＤＩは「良い」－「悪い」。

７-９月期

61.9％

-80

-60

-40

-20

0

20

40

60

2008 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22

（％ポイント）
（
先
行
き
）

大企業・非製造業

大企業・製造業

中小企業・非製造業

中小企業・製造業

７-９月期

19.2兆円

（年） （年）
（備考）１．財務省「法人企業統計季報」により作成。

２．季節調整値。点線は後方３四半期移動平均。
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（ＰＭＩ、ＤＩ）

日本サービス業ＰＭＩ日本製造業ＰＭＩ

ＴＤＢ景気ＤＩ
（全産業）

（備考）１．IHS Markit社、（株）帝国データバンク「ＴＤＢ景気動向調査（全国）」により作成。
２．ＰＭＩは、「前月に比べ増加（改善）」の回答割合と、「前月に比べ変化なし」の

回答割合を２で除した値を足した値（季節調整値）。ＤＩは、景気の現状について

７段階の評価に応じた評点により加重平均して算出した値。

（月）

（年）
（年）



９．倒産
　倒産件数は、おおむね横ばいとなっている。

（株）東京商工リサーチ（ＴＳＲ)「倒産月報」 　　　　　　　（前年比は原数値、[　]内は暦年前年比、（ ）内は季調済前期（月）比、％）

[2019年] [2020年] [2021年]
2019年度 2020年度 2021年度

　企業倒産件数 [8,383] [7,773] [6,030] 1,447 1,539 525 510 504
8,631 7,163 -　

　　前年比（％） [1.7] [▲7.2] [▲22.4]    ▲28.4    ▲12.1    ▲15.8    ▲10.3    ▲9.6 
    6.4    ▲17.0 -　

　　前月比（％）     (0.3)     (6.9)    (▲0.1)     (1.7)    (▲1.4)
　負債金額（億円） [14,232] [12,200] [11,507] 2,532 2,857 984 941 931

12,647 12,084 -　
　　前年比（％） [▲4.1] [▲14.2] [▲5.6]     3.8    ▲10.4     25.6    ▲7.8    ▲32.7 

   ▲21.8    ▲4.4 -　
　大型倒産除く（億円） [6,958] [6,112] [4,984] 1,210 1,283 448 442 393

7,065 5,563 -　
　　　前年比（％） [▲0.1] [▲12.1] [▲18.4]    ▲14.3    ▲1.6    ▲3.9     3.5    ▲4.5 

    2.0    ▲21.2 -　

　  (備考) １．(株)東京商工リサーチ（ＴＳＲ）「倒産月報」により作成。　

　　 　　　２．内閣府による季節調整値。太線は後方３か月移動平均。
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　3MA（前月比） 0.0%



    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　  (備考) (株)東京商工リサーチ（ＴＳＲ）「倒産月報」により作成。

　  (備考) (株)日本政策金融公庫「中小企業景況調査」により作成。
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（備考）日本銀行「全国企業短期経済観測調査」により作成。
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仕入価格ＤＩ

販売価格ＤＩ

（上昇－下落、ＤＩ）中小企業仕入・販売価格ＤＩ推移
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10.雇用情勢
雇用情勢は、感染症の影響が残る中で、引き続き弱い動きとなっているものの、求人等に持ち直しの動きもみられる。

　　
（前年同期（月）比、[ ]内は暦年ベース、（）内は季調済前期（月）比、％、完全失業率・完全失業者数・有効求人倍率は季節調整値、求人広告掲載件数は原数値）

完全失業率 （％） 2.3 [2.3] 2.9 [2.8]

うち15～24歳 3.9 [3.8] 4.8 [4.6]

完全失業者数総数 （万人） 162 [162] 198 [191]

うち非自発的な離職による者 37 [37] 59 [54]

雇用者数     1.1 [1.2] ▲1.0 [▲0.5] ▲0.7 (0.3) 0.6 (▲0.6) 0.5 (0.2) 0.2 (0.0) ▲0.3 (▲0.3) ▲0.8 (▲0.2)

常用労働者数（労働者計） 1.9 [2.0] 0.7 [1.0] 0.6 (0.5) 1.5 (0.3) 1.4 (0.1) 1.2 (0.0) 1.1 (0.2) P 1.2 P (0.2)

新規求人数     ▲5.4 [▲1.8] ▲20.8 [▲21.7] ▲9.1 (▲1.5) 9.2 (2.3) 8.2 (3.8) 6.6 (1.8) 8.7 (0.4) 12.3 (4.1)

有効求人数 ▲4.3 [▲1.6] ▲22.3 [▲21.0] ▲14.4 (2.8) 5.3 (1.7) 9.2 (2.5) 9.6 (0.9) 8.6 (0.5) 10.3 (1.0)

有効求人倍率 （倍） 1.55 [1.60] 1.10 [1.18]

正社員 （倍） 1.12 [1.14] 0.83 [0.88]

求人広告掲載件数 （万件） 150.9 [147.5] 78.8 [95.3]

所定外労働時間（残業時間等） ▲2.5 [▲1.9] ▲13.9 [▲13.2] ▲6.6 (1.5) 19.1 (2.8) 7.3 (▲0.2) 3.4 (▲2.2) 2.1 (0.1) P 4.1 P (2.0)

製造業 ▲9.6 [▲8.5] ▲19.8 [▲20.7] ▲5.5 (4.8) 32.6 (6.0) 27.9 (2.1) 14.6 (▲7.3) 8.1 (▲1.8) P 9.1 P (4.8)

現金給与総額（１人当たり・名目） 0.0 [▲0.4] ▲1.5 [▲1.2] ▲0.3 (1.0) 1.0 (0.0) 0.5 (▲0.2) 0.2 (0.1) 0.2 (0.0) P 0.0 P (▲0.8)

※共通事業所 P

定期給与（名目） 0.1 [▲0.2] ▲0.8 [▲0.7] ▲0.1 (0.3) 1.4 (0.1) 0.6 (▲0.1) 0.3 (0.2) 0.0 (0.1) P 0.5 P (0.1)

※共通事業所 P

2019年度[年] 2020年度[年] 2021年１-３月 2021年４-６月 2021年９月 10月 11月

2.8 2.9 2.8 2.8 2.7 2.8

2021年７-９月

192

5.2 4.3 4.3 4.2 4.1 5.2

195 200 190 189 182

1.15

61 60 54 54 48 48

1.10 1.10 1.15 1.16 1.15

94.5 92.3 109.2

0.82 0.90 0.92 0.91 0.89 0.87

-

-

87.3 83.3 90.9

1.3

1.3 1.0 1.4

- - - - 0.8 0.9

- - - -

（備考）１．常用労働者数、所定外労働時間、現金給与総額及び定期給与は、本系列（2019年５月以前は抽出調査、６月以降は全数調査）を掲載。なお、賃金と労働時間には、2018年１月に標本の部分入替えや基準とする

母集団の更新、2019年１月に標本の部分入替え、同年６月に東京都「500人以上規模の事業所」について抽出調査から全数調査への変更、2020年１月及び2021年１月に標本の部分入替えを行ったことによる断

層が含まれる。このため、これらの断層の影響を除いた共通事業所による前年同月比の公表値も掲載。Ｐは速報値。
２．定期給与とは、きまって支給する給与のことであり、所定内給与と所定外給与の合計。
３．求人広告掲載件数は(社)全国求人情報協会資料により作成。職種分類別件数の合計。2018年１月より集計開始。



（
2
1
）

（備考）１．上図は厚生労働省「毎月勤労統計調査」、下図は日本労働組合総連合会「春季生活

闘争（最終）回答集計結果」により作成。

２．本系列は、2018年１月に標本の部分入替えや基準とする母集団の更新、2019年１月に

標本の部分入替え、同年６月に東京都「500人以上規模の事業所」について抽出調査から

全数調査への変更、2020年１月及び2021年１月に標本の部分入替えを行ったことによる

断層が含まれる。

共通事業所は、2016年１月より公表。

３．賃上げ率は、平均賃金方式による定昇相当込の賃上げ率。
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11月

0.87倍

11月：1.15倍

３MA：1.15倍
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就業者数

11月：6,624万人

雇用者数

11月：5,939万人

（備考）１．総務省「労働力調査」、厚生労働省「職業安定業務統計」により作成。季節調整値。

２．総務省「労働力調査」の2011年３～８月は、岩手県、宮城県及び福島県を補完した

全国の推計値。

３．有効求人倍率について、点線は単月、実線は３か月移動平均。
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11．物価

 国内企業物価は、このところ上昇テンポが鈍化している。消費者物価は、底堅さがみられる。
　　　　　　　　　　　　　　(前年同期(月)比、[]内は暦年前年比、（ ）内は前期(月)比、＜＞内は季節調整済前期(月)比、％）　

[ ▲ 1.2 ] P [ 4.8 ] (    2.5 ) (    2.2 ) P (    2.2 ) ( 1.4 ) ( 0.7 ) P ( ▲ 0.2 )
▲ 1.4 ▲ 20.5    4.6    6.1 P    8.7 8.3 9.2 P 8.5

[ ▲ 1.2 ] P [ 4.8 ] (    2.5 ) (    1.9 ) P (    2.5 ) ( 1.6 ) ( 0.7 ) P ( ▲ 0.2 )
▲ 1.4 ▲ 20.6    4.6    6.1 P    8.7 8.3 9.2 P 8.5

[ ▲ 2.3 ]
▲ 2.2

[ ▲ 3.1 ] P [ 9.3 ] (    5.3 ) (    1.7 ) P (    3.2 ) ( 2.5 ) ( 1.1 ) P ( ▲ 0.8 )
▲ 1.9 ▲ 16.9    10.5    11.2 P    14.3 14.1 15.2 P 13.5

[ ▲ 10.3 ] P [ 22.7 ] (    9.5 ) (    7.1 ) P (    10.3 ) ( 4.6 ) ( 5.4 ) P ( ▲ 0.4 )
▲ 9.9 ▲ 3.7    23.2    30.2 P    41.9 38.6 45.2 P 41.9

[ ▲ 9.2 ] P [ 20.2 ] (    7.1 ) (    6.9 ) P (    7.7 ) ( 2.5 ) ( 4.8 ) P ( ▲ 0.2 )
▲ 8.7 ▲ 6.9    21.6    27.3 P    34.1 31.9 36.7 P 33.3

[ 0.9 ] P [ ▲ 7.7 ] (    0.1 ) (    0.2 ) ( ▲ 33.0 ) ( 0.4 ) P ( 0.3 ) P ( ▲ 100.0 )
0.4 ▲ 32.7    1.2    1.0 ▲ 32.7 1.0 P 1.1 P ▲ 100.0 消費者物価

[ 1.0 ] P [ ▲ 7.8 ] < ▲ 0.1 > < 0.3 > < ▲ 33.2 > < 0.0 > P < 0.2 > P < ▲ 100.0 > （東京都区部）
0.5 ▲ 32.9    1.0    0.8 ▲ 33.0 0.6 P 0.8 P ▲ 100.0 11月 12月(P)

[ 0.0 ] [ 0.0 ] < ▲ 0.5 > < 0.4 > < ▲ 100.0 > < ▲ 0.3 > < 0.3 > < 0.0 > <  0.2> <  0.1>
▲ 0.2 0.0 ▲ 0.8 ▲ 0.2 0.0 0.1 0.6 0.0 0.5 0.8

[ 0.0 ] [ 0.0 ] < ▲ 0.3 > < 0.3 > < 0.0 >
－ － ▲ 0.1 0.5 0.0

[ 3.3 ] [ 0.0 ] ( ▲ 0.9 ) ( 4.3 ) ( ▲ 66.4 ) ( ▲ 4.8 ) ( ▲ 1.4 ) ( 0.0 )
3.5 0.0 ▲ 4.0 ▲ 3.7 ▲ 100.0 ▲ 1.1 3.1 0.0

[ ▲ 4.2 ] [ 0.0 ] ( 5.5 ) ( 3.2 ) ( ▲ 65.8 ) ( 2.1 ) ( 2.4 ) ( 0.0 )
▲ 5.8 )'!$CI$65 2.8 6.3 ▲ 100.0 11.3 15.6 0.0

[ ▲ 0.2 ] [ 0.0 ] < ▲ 0.8 > < 0.5 > < ▲ 100.0 > < ▲ 0.1 > < 0.3 > < 0.0 > <  0.1> <  0.1>
▲ 0.4 0.0 ▲ 0.6    0.0    0.0    0.1    0.5    0.0 0.3 0.5

[ ▲ 0.2 ] [ 0.0 ] < ▲ 0.1 > <    0.3 > <    0.0 >
－ －    0.1    0.4    0.0

[ 0.0 ] － < ▲ 0.1 > <    0.3 > <    0.0 >
－ (  0.0)    0.9    1.2 ▲ 98.9

[ 0.2 ] [ 0.0 ] < ▲ 1.2 > < 0.2 > < ▲ 100.0 > < ▲ 0.3 > < 0.1 > < 0.0 > <  0.0> <  0.0>
0.1 0.0 ▲ 0.9 ▲ 0.5 0.0 ▲ 0.7 ▲ 0.6 0.0 ▲0.4 ▲0.3

[ 0.2 ] [ 0.0 ] < ▲ 0.3 > < 0.1 > < 0.0 >
－ － ▲ 0.8 ▲ 0.7 0.0

[ 0.3 ] － < ▲ 0.3 > <    0.1 > <    0.0 >
－ 0.0 0.1 0.1 ▲ 98.8

（備考）１．国内企業物価及び企業向けサービス価格は2015年基準。消費者物価は2020年基準。Ｐは速報値。

　　　　２．国内企業物価のうち「参考指数（消費税抜き）」は、消費税率引上げによる直接の影響が生じた期間（2019年10月～2020年10月）のみ記載。

　　　　３．企業向けサービス価格の「国際運輸を除くベース」は、国際航空旅客輸送、外航貨物輸送（除外航タンカー）、外航タンカー、国際航空貨物輸送、国際郵便を除いたもの。季節調整済前期（月）比は、内閣府試算値。

　      ４．消費者物価の四半期前期比及び「生鮮食品」、「エネルギー」の四半期前年同期比は内閣府で算出。
　      ５．消費者物価のうち「政策等による特殊要因を除く」とは、Ｇｏ Ｔｏトラベル事業及び2021年４月の通信料（携帯電話）下落等による直接の影響を除いた数値（内閣府試算値）。

　　　　　　

－

－ －

－ －

－

－

－

－
(政策等による特殊
要因を除く)

消
費
者
物
価

総合
固定基準

連鎖基準

エネルギー 固定基準

生鮮食品を除く
総合

固定基準

生鮮食品 固定基準

連鎖基準

(政策等による特殊
要因を除く)

生鮮食品及び
エネルギーを除く

総合

固定基準

連鎖基準

 契約通貨ベース

 企業向けサービス価格

 国際運輸を除くベース

 輸出物価

 輸入物価

 夏季電力料金調整後

（参考指数（消費税抜き）） －

2021年
４-６月 10-12月

 国内企業物価

[2021年]
2021年度 ７-９月

[2020年]
2020年度

－ －

－ －

－ －

－

－

－

12月

－

2021年
10月

－

11月

－

(
22
)



　
（備考）１．日本銀行「企業物価指数」により作成。国内企業物価は夏季電力料金調整後。

２．国内企業物価（参考指数、消費税抜き）は、2019年10月以降を掲載。
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（備考）１．総務省「消費者物価指数」により作成。連鎖基準。季節調整値。
２．「政策等による特殊要因を除く」とは、Ｇｏ Ｔｏトラベル事業及び2021年４月の通信料
（携帯電話）下落等による直接の影響を除いた数値（内閣府試算値）。
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予想物価上昇率と１年後の物価上昇予想世帯割合

（月）

（年）

（％）

（参考）
2013年１月「物価安定の目標 ２％」

予想物価上昇率

（消費動向調査）

（備考）１．内閣府「消費動向調査」(二人以上の世帯)、bloombergにより作成。
２．「消費動向調査」は、2013年４月から郵送調査への変更等があったため、それ以前の訪問留置調
査の数値と不連続が生じている。点線部（2012年７月から2013年３月）は、郵送調査による試験
調査の参考値。また、2018年10月より郵送・オンライン併用調査を開始。

３．予想物価上昇率（消費動向調査）は、消費者による物価予想。一定の仮定に基づき試算したもの。
４．ＢＥＩ（ブレーク・イーブン・インフレ率）は、物価連動国債売買参加者による物価予想。
それぞれの時点で残存期間が最長のもの（ＢＥＩ(旧)は旧物価連動国債、ＢＥＩ(新)は新物価連
動国債（残存10年物））を使用。

１年後の物価上昇予想世帯割合
（目盛右）

予想物価上昇率

（ＢＥＩ（旧））

予想物価上昇率

（ＢＥＩ（新））

（％）

（備考）資源エネルギー庁「石油製品価格調査」により作成。価格は税込み。

消費者物価の推移
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12.金融
　　株価（日経平均株価）は、28,500円台から29,300円台まで上昇した後、28,100円台まで下落した。
　　対米ドル円レート（インターバンク直物中心相場）は、114円台から116円台まで円安方向に推移した後、114円台まで円高方向に推移した。

（％、ポイント、円）

４－６月 ７－９月 10－12月 10月 11月 12月

コ ー ル レ ー ト 1/14
（ 無 担 保 翌 日 物 ） -0.035 -0.024 -0.046 -0.031 -0.020 -0.031 -0.031 -0.027 -0.040 -0.026 -0.020

ユ ー ロ 円 TIBOR 1/14
（ ３ か 月 物 ） -0.034 -0.064 0.027 -0.051 -0.065 -0.072 -0.064 -0.072 -0.072 -0.050 -0.049

1/14
0.002 0.061 -0.105 0.030 0.074 0.026 0.067 0.081 0.070 0.051 0.135

株 式 相 場 1/14
東 証 株 価 指 数 (TOPIX) 1,597 1,953 1,596 1,675 1,935 1,974 1,996 1,991 2,022 1,976 1,977

日 経 平 均 株 価 22,705 28,836 21,890 24,459 28,983 28,553 28,810 28,586 29,370 28,514 28,124

円 相 場 1/14
（ 対 米 ド ル ） 106.73 109.89 108.65 106.09 109.50 110.09 113.70 113.10 114.13 113.87 114.00
（ 対 ユ ー ロ ） 121.87 129.90 120.80 123.74 131.93 129.82 130.00 131.22 130.17 128.69 130.48

1/13
（韓国ウォン・ 1円当たり） 11.05 10.42 10.88 10.94 10.25 10.54 10.41 10.44 10.38 10.39 10.39

4,418,178 5,223,519 3,999,624 4,666,015 5,286,031 5,346,918 5,350,560 5,392,080 5,309,040 -
11.3 18.2 3.4 16.7 24.9 15.8 10.1 10.9 10.4 -

5,552,289 6,434,962 5,128,020 5,804,620 6,476,191 6,556,206 6,589,419 6,607,426 6,590,000 6,570,831
(20.8) (▲0.3) (4.5) (4.7) (8.5) (10.1)

9.1 15.9 3.2 13.2 21.9 14.0 9.2 9.9 9.3 8.3
10,926,297 11,627,175 10,334,860 11,174,430 11,661,661 11,690,286 11,749,306 11,705,976 11,758,019 11,783,923

(4.1) (1.4) (3.6) (5.2) (3.7) (2.9)
6.5 6.4 2.5 8.1 7.7 4.7 4.0 4.2 4.0 3.7

18,759,727 19,809,835 18,125,495 19,022,131 19,866,650 19,997,630 20,080,261 20,037,733 20,080,594 20,122,457
(9.6) (2.6) (2.6) (3.8) (1.9) (1.6)

4.1 5.6 1.8 4.9 6.7 5.2 4.8 5.0 4.8 4.6
銀　行　貸　出 4.8 2.3 2.2 5.8 2.4 0.4 0.6 0.8 0.5 0.5

普 通 社 債 発 行 額 0.3 ▲2.6 28.2 ▲4.6 21.9 ▲18.8 ▲0.5 21.0 44.0 ▲21.6

（備考）１．コールレート、ユーロ円TIBOR、国債利回り、株価、円相場の年・年度・四半期・月次は、日次データの平均値。 

　　　　２．国債流通利回りは、新発10年国債流通利回り。

　　　　３．円相場（対米ドル）はインターバンク直物中心相場、円相場（対ユーロ）はインターバンク直物17時時点。円相場（韓国ウォン）はインターバンク直物ＮＹ17時時点。

　　　　４．日銀当座預金残高は、準備預金積み期間中の平均残高。

　　　　５．マネタリーベースは、平均残高の前年同期（月）比。（）内は季調済前期比年率。

　　　　６．マネーストックは、平均残高。（）内は季調済前期比年率。

　　　　７．銀行貸出は、銀行計（都市銀行等、地方銀行、第二地方銀行の合計）の平均残高の前年同期（月）比。

　　　　８．普通社債発行額は、国内発行分（円建て外債及び資産担保型社債を含む）の前年同期（月）比。

　　　　９．マネーストック（広義流動性）は、IMF国際収支マニュアル第6版に準拠した「対外資産負債残高」等の公表に伴い遡及改定を実施。

2021年
2019年度2020年 2021年 2020年度

2021年

マ ネ ー ス ト ッ ク
広 義 流 動 性
( 億 円 、 前 年 比 )

マ ネ ー ス ト ッ ク
Ｍ ２
( 億 円 、 前 年 比 )

国 債 流 通 利 回 り

日 銀 当 座 預 金 残 高
( 億 円 、 前 年 比 )

マ ネ タ リ ー ベ ー ス
( 億 円 、 前 年 比 )

（
2
4
）



１/14
ユーロ
130.48円

１/14
28,124円

１/14
ドル

114.00円

１/14
新発10年国債
流通利回り
0.135％

１/14
１/14 BBB格
ユーロ円 0.648％

TIBOR３か月物
-0.049％

１/14
１/14 A格

無担保コール 0.343％
翌日物
-0.020％

１/14
AA格
0.231％

（備考）１．日経NEEDSにより作成。
２．対ドル為替レートはインターバンク直物中心相場。
対ユーロ為替レートはインターバンク直物17時時点。
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(円／EURO)
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日経平均株価
(円)

(年/月)
2021/

-0.2

-0.1

0.0

0.1

0.2

0.3

8 9 10 11 12 1

金利(％)

(年/月)

新発10年国債流通利回り

ユーロ円TIBOR３か月物
無担保コール翌日物

2021/

（備考）１．Bloombergにより作成。

２．社債は残存年数３年以上７年未満の銘柄の平均流通利回り、

国債は残存年数５年の流通利回りを使用。

３．格付けは格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ）ベース。

（備考）日経NEEDSにより作成。

（備考）日経NEEDSにより作成。



68.15

Ｍ２
3.7％
(12月)

11月実質実効

銀行貸出
0.5％
(12月)

12月名目

113.87円
（ドル）
128.69円
（ユーロ）

ﾏﾈﾀﾘｰﾍﾞｰｽ
657兆円
(12月)

日銀
ﾊﾞﾗﾝｽｼｰﾄ
723兆円
(12月)
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実質実効レート(目盛右)

対ドル名目為替レート

(1990年=100)

円高

円安

プラザ合意後最高値
75.83円(11.10.28)

147.26円
(98.8.11)

(円／EURO)

対ユーロ名目為替レート

(円／USD)

プラザ合意(85.9.22)直前
240.10円(85.9.20)

80.63円
(95.4.18)
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（
2
5
）

（
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5
）

（備考）１．日経NEEDS、日本銀行、Bloombergにより作成。
２．対ドル名目為替レートはインターバンク直物中心相場（月中平均）。対ユーロ名目為替レートは直物17時時点（月中平均）。実質実効為替レートは日本銀行公表値より作成。
ただし、対ドル名目為替レートの日次で記した値は直物のニューヨーク17時時点。

（備考）１．日本銀行「マネーストック」、「貸出・預金動向」により作成。
２．銀行貸出は、銀行計（都銀等、地銀、地銀Ⅱの合計）の平残の前年同月比。

（備考）日本銀行「マネタリーベース」、「日本銀行勘定」により作成。



12月
28,514円
1,976ﾎﾟｲﾝﾄ

12月
新発10年国債
流通利回り
0.051％

12月
ユーロ円

TIBOR３か月物
-0.050％

12月
無担保コール
翌日物
-0.026％

-2

0

2

4

6

8

1985 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 2000 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

金利（長期系列）
(％)

(年)

新発10年国債
流通利回り

ユーロ円TIBOR３か月物

無担保コール翌日物

ゼロ金利政策 99年 2月～00年7月

量的緩和政策 01年 3月～06年3月

ゼロ金利政策 06年 4月～06年7月

補完当座預金制度 08年10月～

包 括 緩 和 政 策 10年10月～13年3月

量的・質的金融緩和 13年 4月～16年2月

マイナス金利付き量的・質的金融緩和 16年2月～.

長短金利操作付き量的・質的金融緩和 16年9月～

（
2
8
）

（備考）１．日経NEEDS、Bloombergにより作成。日経平均株価、東証株価指数ともに月中平均。

２．東証株価指数は、1968年１月４日時点を100として算出。

（備考）１．日経NEEDS、Bloombergにより作成。

２．新発10年国債流通利回り、無担保コール翌日物、ユーロ円TIBOR３か月物ともに月中平均。

0

10,000

20,000

30,000

40,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

1980 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 2000 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

株価（長期系列） (円)(1968.1.4＝100）

(年)

東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）

最高値
日経平均株価 38,915円(89.12.29、終値)
東証株価指数 2,884ﾎﾟｲﾝﾄ(89.12.18、終値)

89年末以降最安値
日経平均株価 7,054円(2009.3.10、終値)

89年末以降最安値
東証株価指数 695ﾎﾟｲﾝﾄ(2012.6.4、終値)

日経平均株価（目盛右）



13．景気ウォッチャー調査

家計動向関連

雇用関連
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企業動向関連
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（ＤＩ） 景気の現状判断ＤＩ（季節調整値）

総合ＤＩ
12月 56.4 (前月差 0.1)
11月 56.3 (前月差 0.8)

分野・業種別ＤＩの推移（現状）（季節調整値） 分野・業種別ＤＩの推移（先行き）（季節調整値）

（備考）現状判断ＤＩ、先行き判断ＤＩは各々、景気ウォッチャーによる、３か月前と比較した当該月の景気の良し悪しの判断、当該月と比較した２～３か月先の景気の良し悪しの判断である。
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（ＤＩ） 景気の先行き判断ＤＩ（季節調整値）

総合ＤＩ

12月 49.4 (前月差 ▲4.0)

11月 53.4 (前月差 ▲4.1)
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